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浮上したＪＡの准組合員問題

　2014 年５月、規制改革会議農業ワーキンググ
ループが「農業改革に関する意見」を発表、その
中に「准組合員の事業利用を正組合員の２分の１
以下に制限する」ことが盛り込まれていました。
それまでも政府の規制改革論議は何度も行われて
きたのですが、正面切って准組合員問題が取り上
げられたのは、今回が初めてでした。
　農業ＷＧの「意見」は、農業委員会改革、農業
生産法人改革、農協改革の三本柱でしたが、本命
が農協改革であったことに間違いありません。農
協改革の中身は「中央会の廃止」、「全農の株式会
社化」、「農協金融事業の窓口化、代理店化」、さ
らに理事の過半数を認定農業者や企業経営経験者
にするなど、JAグループにとってだけでなく、
世間も大いにびっくりさせた「改革案」でした。
　その後、2015 年にかけて農協改革はマスコミ
も大々的に取り上げて、世間の注目を集めました。
そして、2015 年２月には、農協中央会制度を廃
止（全国中央会の一般社団法人への移行、都道府
県中央会の連合会への移行）や、それまで中央会
が行ってきたＪＡに対する監査を公認会計士監査
に移行させること、農協の株式会社への組織変更
を可能にすることなどの内容について、大筋合意
が行われ、2015 年８月に改正農協法が成立、翌
16 年４月から施行されています。
　規制改革会議農業ＷＧが提起した准組合員の利
用制限は、法案施行後５年の経過を見て判断する
こととされて、いわば先送りされ、火種を残すこ
とになりました。
　さて、今回、政府の規制改革会議が突然持ち出
した准組合員の利用制限ですが、そもそも准組合
員とは何なのでしょうか。また何がどう問題なの
でしょうか。本稿ではそのあたりをできるだけわ
かりやすく整理しておきたいと思います。
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正・准組合員数の逆転

　准組合員問題が浮上した客観的な背景と
しては、平成 22 年に JA の准組合員が正
組合員数を上回って、正准組合員数の逆転
が起こったことです。
　日本の農業就業人口は近年急速に減少し
て、平成 27 年には約 209 万人になってい
ます。それに比べればゆるやかですが、農
協の正組合員数は減少傾向にあります。そ
れに対して、貯金や住宅ローンなどの信用
事業や生活店舗を利用する非農業者である
准組合員は 1970 年代から都市部を中心に
増加、90 年代以降は全国的に急速に増加
しました。遠からず正准の逆転現象が生じ
るのはわかっていたのですが、規制改革会
議など JA批判派の人たちにとって、格好
の口実になったことは間違いありません。
　平成 26 年度末現在の農協の正組合員数
は法人も含めて約 450 万、これに対して准
組合員は 577 万です。ちなみに正組合員戸
数は 382 万戸、准組合員戸数は 486 万戸と
なっています。

出資すれども運営権なし

　それでは、そもそも准組合員とは何で
しょうか。農協法第 12 条は、「農業協同組
合員の組合員たる資格を有する者」として、
まず①農業者をあげ、次いで②地区内に住
所を有する個人等で「当該農業協同組合の
施設を利用することを相当とするもの」を
あげています。その意味では、農協法は組
合員資格を農業者に限定しているわけでは
ありません。しかし、第 16 条では、「組合
員は各々１個の議決権並びに役員及び総代
の選挙権を有する」としながらも、第 12

条の第１号に定める組合員（農業者）以外
の組合員については「議決権及び選挙権を
有しない」ことを定めています。いいかえ
れば、運営参加権を農業者に限定し、農業
者以外に運営参加権を認めていないので
す。このように、組合員でありながら、議
決権及び選挙権を有しないものを「准組合
員」と呼んでいます。
　協同組合というのは、事業の利用者が事
業体に出資して所有者になるという（利用
と所有の）「一致の原則」、あるいは利用者
が所有者であり、かつ運営権者でもあると
いう意味で（利用と所有と運営の）「三位
一体性」を基本としています。しかし農協
の准組合員の場合は、利用のために出資が
必要で「一致の原則」を形式的には充たし
ているのですが、本来ならば出資を通じて
付与されるべき運営参加権が認められてい
ない、すなわち「三位一体性」を欠くとい
う、協同組合としてはきわめて異例の位置
づけになっています。

准組合員の歴史的経緯－農業団
体と協同組合のハイブリッドと
しての農協

　日本の協同組合で准組合員という制度が
あるのは、農協と漁協だけです。それでは
どのような経緯で、そのような組合員が生
まれたのでしょうか。歴史的な経緯をふり
返ってみましょう。
　一般には、農民と非農民を正組合員と准
組合員とに区分したのは、戦後の農業協同
組合が、農地改革によって生まれた「自作
農」のサポートを目的に設立されたため、
農民以外の利害が組合運営に反映しないよ
うに、議決権等を農民に限定したのだとい
われます。とくに、かつての農村支配者だっ
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た地主の影響力を排除することを目的にし
たといわれます。
　しかしその説明は必ずしも正しくありま
せん。というのは、組合内で農民と非農民
を区別することは、戦後発足した農協で始
まったわけではありません。それは第 2次
世界大戦の戦時統制の時代に遡ります。農
業協同組合は、直接的には戦時中（昭和
18 年）に設立された「農業会」にルーツ
を持ちます。その「農業会」は戦前の二大
農業団体だった「産業組合」と「農会」を
はじめとする農業団体の統合によって生ま
れました。
　戦前の産業組合を根拠付けていた産業組
合法は、ドイツの産業経済法をモデルに明
治 33 年に制定された日本で最初の協同組
合法です。産業組合は、信用、購買、販売、
利用の事業を営むことができたのですが、
組合員については職業的な制約をかけてい
ませんでした。ですから、事業利用を必要
とする人たちが職業に関わりなく、設立す
ることができました。そのため、産業組合
法に基づいて、農村では信用組合や農産物
の購買販売組合などが設立されましたし、
都市部では自営業者を中心とした信用組合
や労働者が中心になって購買組合（消費組
合）が設立されました。
　ところが、第２次世界大戦に突入すると、
国家総動員をかけ声に、戦時統制経済が始
まります。そして昭和 18 年の農業団体法
によって、農村部の産業組合、農会、畜産
組合、養蚕組合、茶業組合など農業関係団
体の大統合が図られます。それによって設
立されたのが農業会です。統合された団体
の中で全国的に大きな力を持っていたの
は、産業組合と農会でした。農会というの
は、半官半民の農業団体で、農事改良（今
でいう農業普及）ほか調査研究や農政運動
なども行う組織でした。

　農村部の産業組合の多くは農業会に移行
し、市街地の信用事業中心の組合は時を同
じくして公布された市街地信用組合法に
よって市街地信用組合に移行します。これ
が戦後の信用金庫等の前身です。生協の前
身の購買組合は、戦後に消費生活協同組合
法が公布されるまで産業組合法の下に残っ
たわけです。
　問題は農業団体統合によって設立された
農業会が、農業を対象に戦時統制を目的と
する「農業団体」だったことです。農業会
に統合された片方の農会はもともと農業団
体ですが、もう一方の経済団体である産業
組合の構成員は農民ばかりではありません
でした。農業会の設立に当たっては、農民
は強制加入（「当然加入」）、農民以外の産
業組合利用者は「任意加入」という扱いに
なりました。ここで初めて、職業による組
合員の区別が持ち込まれたと言えます。
　このように見てくると、農協における准
組合員は、もともと組合員の事業利用に基
づいて組織されていた協同組合（産業組合）
を、産業別の統制組織にむりやり押し込ん
だ戦時統制の所産だったということができ
ます。

准組合員か員外か

　敗戦後に GHQの指導の下でつくられた
戦後農協は、一方で米国流の自由主義的な
農業協同組合の理念を掲げたのですが、現
実には農業会の「看板の掛け替え」で発足
することになりました。そのはざまで、農
業会の非農民加入者が「准組合員」として
位置づけられたのでした。
　ただ、准組合員をどう位置づけるかにつ
いては、農協法の成立過程でさまざまな議
論があったようです。生協法と違って、農
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協法は成立当初から員外利用を認めていま
した。事業分量の５分の１を基本に、組合
員以外の事業利用が認められたのですか
ら、農民以外を准組合員にすれば良かった
のですが、そうはせずに、准組合員と員外
利用の両方を認めたというのも奇妙です。
　農協法の成立過程での日本政府と GHQ
とのやりとりをみると、日本政府は准組合
員の運営参加権を厳しく制限して、いわば
員外者に近いものに位置づけようとします
が、GHQは理事定数の一定割合を准組合
員枠とするよう主張するなど、准組合員に
も「組合員」としての権利を付与しようと
する考えをもっていたようです。うがった
見方かもしれませんが、その後農協は高度
成長の過程で、農政の下請け組織としてフ
ル稼働します。戦後の農業政策自体が「補
助金行政」と「団体行政」を車の両輪にし
ていたことを考えれば、農協という組織を
政策浸透のための農業者の組織と位置づけ
ることが、農政当局にとっては都合がよ
かったのかもしれません。
　しかしながら、協同組合としてみた場合、
まがりなりにも「組合員」であり、利用に
あたって出資を求められる准組合員が、運
営参加権を与えられていないというのは、
協同組合の仕組みとして大きな問題です。

戦後農協の
アンバランスな発展と准組合員

　戦後の農協は、農業団体と協同組合のハ
イブリッドだったこともあって、きわめて
多面的な性格を持っていました。戦前の農
会がもっていた農業団体としての性格と、
信用事業と経済事業とを兼営する経済事業
体である産業組合としての性格の二面性の
相克、そして経済事業体としては職業的制

約を持つ農業事業分野と、信用・共済事業
など職業に縛られない事業分野との不均等
な発展こそがその特徴でした。
　戦後の高度経済成長は、日本農業が成長
した時期でもありました。米や青果物など
農協の共同販売は、増大する都市の農産物
需要に応えて卸売業者や卸売市場とともに
重要な流通機構を形成してきました。また、
肥料などの農業資材の流通においても同様
です。農協の農業分野の事業が、農業団体
的性格とあいまって順調に発展した時期で
す。
　しかし、他の先進国と同様に、農業の成
長は他の産業に比べて伸び悩み、農業者の
数は次第に減少していきます。日本の場合
は、工業製品の輸出と引き換えに食料の輸
入をすすめる政策をとってきたこともあっ
て、1980 年代を曲がり角に、農業の縮小
産業化が進みます。当然、農業分野の事業
は停滞、さらには縮小することになります。
　そこで経済事業体としての農協は、農業
分野の事業だけでなく、信用事業や共済事
業の伸張を図って、成長を志向します。と
りわけ信用事業は都市化の進展にともなう
農家の金融資産の増加、そして地域への転
入者による貯金と貸出金の増加を軸に、70
年前後から都市部を中心に伸張していきま
す。
　また、経済事業の中でも農業とのかかわ
りの薄い生活物資の購買店舗であるエー
コープ店、ガソリンスタンドや LP ガス、
冠婚葬祭分野などの事業展開などがすすみ
ます。そうした動きは 1980 年代により強
まっていきます。
　こうして経済環境の変化に対応しなが
ら、農協事業の非農業分野への展開がすす
んだのですが、その利用者は農業者に限ら
れませんでした。元農家や地域住民は身近
な店舗やサービスとして農協を利用するよ
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うになりました。とくに金融店舗は、信用
金庫などとならぶ「身近な金融機関」とし
て幅広く利用されるようになってきたわけ
です。ちなみに、「農協」が「JA」に衣替
えしたの 1992 年のことでした。

農協批判の始まり
－中曽根政権の農協行政監察

　こうした農協の不均衡な発展は、経済環
境の変化への事業体の対応として、ある意
味で合理的なものでした。そもそも、農
協法の第 10 条が信用事業をはじめ、農協
が行える事業が幅広く列挙されています。
2001 年の法改正前は、第一事業は資金の
貸付でした。そして、准組合員制度がある
わけですから、准組合員に加入してもらっ
て事業利用してもらうことは、法的にはな
んら問題のないことでした。
　しかし、こうした事業展開を好ましく思
わない人たちも当然存在しました。1980
年代の中曽根内閣時代には、農協は信用・
共済事業に地道をあげて営農指導事業など
の営農事業がおろそかになっているなどと
して、異例の行政監察が行われました。中
曽根内閣の下で国鉄解体が進められたこと
はよく知られていますが、背景に規制緩和
を進める新自由主義の動きがあり、また、
米国の輸入圧力の下で、それに反対する政
治勢力である農協の力を弱めるという政治
的な思惑がありました。その構図は、今回
の農協攻撃とよく似ています。
　中曽根行政監察の理由に挙げられている
ように、農協批判の根拠は「信用・共済事
業への注力が農業事業をおろそかにしてい
る」というものです。先述のように、幅広
い事業規定、非農業者組合員（准組合員）
の許容という農協法の枠組みの中で、それ

はけっして違法ではありません。問題にな
るとしたら、農協法第１条が定める法律の
目的との関係です。
　農協法第１条は、「農業生産力の増進」
と「農業者（2001 年改正前は農民）の経
済的社会的地位の向上」を定めています。
農協を批判する人たちは、第１条を根拠に、
農協は農業者のため（だけの？）のもので
あり、そうでない事業は取り組むべきでな
い、あるいは制限すべきだと主張するわけ
です。
　批判者の論理は農協法第１条を根拠に、
第 10 条の事業規定、第 12 条の准組合員規
定を制限しようというものです。逆に筆者
も含めて農協を擁護する人たちは、農協と
いう制度とそれが現実に果たしているプラ
スの役割を積極的に評価して、農村地域社
会を支える有用な組織として現代的位置づ
けを与える方向で、むしろ第１条の見直し
が必要と主張しています。このあたりは、
今後、冷静に議論する必要があるところだ
と思います。

准組合員利用制限論のもうひと
つの背景－在日米国商工会議所
意見書

　とはいえ、2014 年に、規制改革会議で
突然に准組合員の利用制限論が登場した背
景には、それに利害関係を持つ人たちの関
与の存在がありました。そのひとつが、米
国の保険会社や銀行です。
　2014 年５月の規制改革会議の「意見」
とほぼ同時に、在日米国商工会議所は保険
委員会、銀行・金融・キャピタルマーケッ
ト委員会の連名で、「JAグループは、日本
の農業を強化し、かつ日本の経済成長に資
する形で組織改革を行うべき」と題する意



65

特集　いま、農協はどうなっているのか？～協同組合としての JAに学ぶ

見書を発表しています。同会議所が JAを
名指しして、しかも「農業強化」をタイト
ルにした文書を出すというのも奇妙です
が、その中で① JAの信用・共済事業を金
融庁の規制下に置くこと、②自己資本比率
や準備金などについて、金融庁規制下の銀
行、保険会社と同様のルールを課すことな
どを求めています。さらに農業WGの意
見に言及して、「准組合員の事業利用は正
組合員の事業利用の２分の１以下を超えて
はならないとの意見を歓迎し、さらなる措
置を執る…」といっています。「すかさず」
の対応と言うよりも「連携」を感じさせる
タイミングです。
　さらに、2014 年９月には保険委員会の
名で新たな意見書を発表しています。ここ
では、政府の規制改革実施計画について「准
組合員の事業利用について『正組合員の事
業利用との関係で一定のルールを導入する
方向で』検討すると約束したことを歓迎す
る」とした上で、「2015 年の通常国会に農
業改革に関する法案を提出するとしている
がその法案には以上の点が反映されるべき
である」と念押ししています。
　今回の准組合員利用制限論が米国筋の要
求を背景にしていること、それは同時にそ
れはこれまで彼らが要求してきたイコール
フッティング論の焼き直しであることを見
ておく必要があります。共済は、日本にお
いて歴史的に作られてきた助け合いを基本
にした相互扶助の仕組みです。営利を目的
とした保険とまったく同様に扱うわけには
いきません。ましてや、協同組合は事業を
行うことができる地域が限定され、組合員
を対象に、営利を目的とせずに事業を行っ
ています。むちゃなイコールフィッティン
グ論に組するわけには行きません。
　TPP や今後予想される米日 FTA など
は、米国の企業の利害を最優先し、各国の

社会の仕組みを彼らの利益に添った形で再
構成しようというものです。そうした動き
の中で、今回の農協攻撃も位置づけられて
いることも、しっかりと見ておくべきだと
思います。

農業事業と准組合員

　すでに述べたように、准組合員の事業利
用制限論は、信用、共済事業など非農業分
野の事業が、農業分野の事業をおろそかに
させている、あるいはマイナスの影響を与
えているとみて、その制限を主張していま
す。
　通常、員外利用が制限されるのは、事業
資源に制限があるためにそれを組合員以外
に振り向けることで組合員が不利益をこう
むる場合です。たとえば、限られた資金を
貸付ける場合がそれにあたります。もちろ
ん、現在の JAはむしろ資金過剰の状態で
すからこれにはあてはまりません。また、
農協が所有する農業施設を員外の利用者が
利用する場合も、組合員の不利益が生じま
す。しかし、日本の農協の場合、地域の農
業者がほぼ全員組合員になっていますし、
そもそも非農業者である准組合員の問題で
すから、これもあてはまりません。そうし
た意味で、准組合員の事業利用を制限する
論理的な根拠は、実はあまり明確ではない
のです。
　逆に、信用事業や共済事業が、営農指導
事業や農産物販売事業を支えているのも事
実です。JAの総合事業の中で、信用・共
済事業は一般に黒字です。また、購買事業
（その中には生産資材事業と生活事業とが
ありますが）は収支トントンか赤字、農産
物販売事業は赤字、営農指導事業はほぼま
るまるの赤字です。
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　全国の JAのディスクロージャー誌を集
めて部門別損益を調べてみたのですが、１
JA平均で営農指導事業と農業関連事業を
あわせた収支の赤字額はほぼ３億円、逆に
信用事業の黒字額がほぼ同額です。簡単に
言うと信用事業の黒字で、営農事業を支え
ていることになります。信用事業の支えを
失えば、相当のリストラが必要になります
し、農業者組合員の負担が増えることが予
想されます。
　農協法の建前からいえば農協は農業者の
組合です。ですが、准組合員が利用するか
らといって農業者の利益が損なわれるわけ
ではありません。信用・共済事業の利益で
営農指導事業などの経費が多かれ少なかれ
まかなわれている事実を考えれば、農業者
組合員にとってプラスになっている面があ
ります。准組合員の利用制限はおそらく農
協事業の縮小をもたらすでしょうが、それ
が農業者組合員の利益になるとは考えられ
ません。

准組合員をどう位置づけるか－
地域農業の応援団

　それでは、これから、准組合員をどう位
置づけ、どう関わっていくべきでしょうか。
　その時に二つの視点を設定することが役
に立つと考えます。第１は、農業や食との
関係で准組合員を位置づける視点です。現
在の JAが、農協法に基づいて「農業協同
組合」として存在している以上、「農業」
との関係、あるいは少し拡張して「食と農」
との関係を考慮せざるを得ないでしょう。
　JAグループはそうした観点から、准組
合員を「地域農業の応援団」や「農業振興
と地域づくりのパートナー」と位置付けて
います。

　「地域農業の応援団」には、具体的にど
のようなことが期待されているのでしょう
か。准組合員には「元農家」と「非農家」
があるわけですから、地域農業を応援する
にしても、両者には大きな違いがあります。
元農家についていえば、農業の基盤である
農地や用排水の管理について、地主である
土地もち非農家が果たす役割は大きいのが
現実です。彼らの「応援」なしには、水田
農業で農業者の経営は成り立ちません。元
農家との連携をしっかり取りながら、地域
農業が維持発展できるように調整するの
は、JAの大きな課題でしょう。
　非農家の「応援」についていえば、「知る」、
「利用する」、「関わる」というレベルで考
えてみることができます。応援してもらう
ためには、まず農業、食と農について「知っ
てもらう」ことが何より重要です。地域の
農業、食と農について、知り、学ぶ機会を
積極的に作ることが大事です。広報誌の配
布はもちろん、管内で生産される農産物の
情報提供、訪問活動での地域農産物の宣伝
などです。
　「利用」に関しては、もちろん、信用・
共済事業などの JA 事業を利用すること
は、結果的に農業者を支援してもらうこと
になるのですが、それ以上に、地元生産者
の農産物を購買して農業者を支援すること
が重要です。いまやほとんどの JAが農産
物直売所をもっていますから、准組合員に
もおおいに利用してもらうように取り組み
を強化するべきでしょう。市民農園などに
取り組んで、准組合員に利用してもらうこ
とも可能でしょう。市民農園の経験を経て、
農産物直売所に出荷するような「農業者」
になってくれるかもしれません。



67

協同組合のメンバーとして
位置づける

　もう一つの視点は、「協同組合」のメン
バーとして准組合員にどのように関わって
もらうかです。准組合員が「組合員」であ
るにもかかわらず運営参加権を持たないと
いうのは、主権者としての組合員の平等性
を構成原理とする協同組合にあっては、特
異な取り扱いです。もちろん、現代の JA
は農業との関わりや利用事業など多様な組
合員から構成されているので、そのすべて
に平等な運営参加権を与えるのは非現実的
ですが、まったく運営参加権がない組合員
が存在するというのは異常なことです。
　最近は住宅ローンの利用などで准組合員
に加入する場合が多いのですが、まずは、
協同組合というものについて「知ってもら
う」ことから始めなければいけません。先
進的な JAでは、新加入の准組合員向けの
イベントや説明会を開いていますが、積極
的にそのような取り組みを行うべきでしょ
う。
　また活動への参加や事業運営への参加な
ど、さまざまな「参加」の場を用意すべき
です。多くの JAでは、さまざまな形で食
農教育運動を進めていますが、これらに准
組合員に参加してもらったり、新たに准組
合員中心の活動サークルを立ち上げること
もできるでしょう。女性大学などの名称で、
正組合員以外も参加する勉強の場を設ける
JAも増えてきました。
　運営参加については、現在のところ、准
組合員に議決権や役員の選挙権を与えるこ
とには消極的な JAがほとんどです。しか
し、准組合員の利用制限に本気で反対する
ならば、准組合員が JAの運営に参加でき
る場をフォーマルに用意する必要があると

思います。農協法は、農業者以外の議決権、
選挙権を認めていませんが、法律が許す範
囲での対応は可能です。京都府下のJAは、
最近「准組合員総代」をつくりました。議
決権が行使できませんが、形式的には、准
組合員の運営参加のルートができています。
　また、最近では支店協同活動が多くの
JA で取り組まれるようになっています。
支店単位で組織される支店運営委員会、支
店ふれあい委員会や支店協同活動委員会な
どに参加してもらうことも可能です。さら
に、准組合員懇談会や代表者会議などを開
いて、その意見を聴取し、組合運営に反映
させることも重要です。いずれにしても、
関わってもらわないと、協同組合としての
強みも発揮できません。

むすび

　これまで述べてきたように、准組合員問
題は戦後農協制度の根幹にかかわる問題で
す。准組合員を論じることは、逆に正組合
員とは何かを論じることでもあり、ひいて
は農業協同組合とは何かを論じることでも
あります。
　今回の農協改革は、准組合員問題を俎上
に載せることで、総合農協のパンドラの箱
を開けることになりました。人口減少、地
方経済の衰退という新たな状況の下、協同
組合の積極的な位置づけは不可避ではない
かと思います。総合農協が地域でどのよう
な役割を果たすべきか、前向きの議論がで
きることを期待したいと思います。

特集　いま、農協はどうなっているのか？～協同組合としての JAに学ぶ


